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１ 令和２年第３回神奈川県議会定例会（９月７日提案分）提出議案件数調 

 

(1) 予  算 

区      分 件  数 

一  般  会  計 １

特  別  会  計 －

企  業  会  計 －

合      計 １

 

(2) 条例その他 

区     分 件  数 

条 例 の 廃 止 １

条 例 の 改 正 １０

工 事 請 負 契 約 等 の 締 結 ４

工 事 請 負 契 約 の 変 更 ３

動 産 の 取 得 ２

指 定 管 理 者 の 指 定 ２

決 算 の 認 定 

（ 公 営 企 業 決 算 ） 
１

そ の 他 １

合      計 ２４

 

２ 令和２年度９月補正予算会計別集計表                       

（単位 千円） 

会 計 別 前回までの累計額 今回補正額 合 計 額 

一 般 会 計 2,122,524,511 184,787,830 2,307,312,341

特 別 会 計 2,142,808,769 － 2,142,808,769

企 業 会 計 148,646,708 － 148,646,708

合   計 4,413,979,988 184,787,830 4,598,767,818

 

（参考） 前年度（令和元年度）の状況                      （単位 千円） 

会 計 別 前回までの累計額 ９月補正額 合 計 額 

一 般 会 計 1,855,927,600 32,411 1,855,960,011

特 別 会 計 2,071,980,396 195,176 2,072,175,572

企 業 会 計 113,662,639 － 113,662,639

合   計 4,041,570,635 227,587 4,041,798,222
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 (1)　令和２年度神奈川県一般会計９月補正予算局別財源調書

国庫支出金
分担金及
び負担金

使用料及
び手数料

財産収入

政 策 局 101,275 100,514

総 務 局 137,685 137,685

く ら し 安 全 防 災 局

国 際 文 化 観 光 局 179,319 70,638

ス ポ ー ツ 局 99,597 83,417

環 境 農 政 局 67,082 8,921

福 祉 子 ど も み ら い 局 15,515,880 15,329,414

健 康 医 療 局 147,996,978 147,628,974

産 業 労 働 局 19,765,510 19,733,399

県 土 整 備 局 166,959 5,522

会 計 局

各 局 委 員 会

教 育 委 員 会 628,868 764,477

警 察 本 部 128,677 128,677

小　　　　　計 184,787,830 183,991,638

　　　　　　　　　　　　財　　　　　　　　　　源

183,991,638

局　　　　　別 予　算　額

184,787,830合　　　　　計
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（単位　千円）

寄附金 繰入金 諸収入 県  債 一般財源

761

108,681

16,180

58,161

173,292 13,174

368,004

32,111

△ 8,435 169,872

△ 110,000 △ 25,609

173,292 △ 8,435 △ 110,000 741,335

△ 2,750 2,750 その他特定収入

繰越金 744,085

備　　　考
　　　　　　内　　　　　　　　　訳

173,292 △ 11,185 △ 110,000 744,085
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３ 令和２年度一般会計９月補正予算の主な内容 

 

新型コロナウイルス感染症への対応など、早急に対応する必要がある事

業について、補正予算措置を講ずる。 

 

(1) 新型コロナウイルス感染症対策 

ア 医療提供体制の維持と感染拡大防止対策     137,987,276千円 

イ 福祉サービスの提供体制の維持          4,056,407千円 

ウ 医療の担い手支援                11,059,764千円 

エ 県内経済の回復に向けた支援          19,820,478千円 

オ 生活支援                     9,005,311千円 

カ その他                       559,612千円 

 

(2) その他 

ア 安心こども基金積立金               2,407,758千円 

イ 高齢者施設における給水設備整備等の取組み         39,524千円    

ウ 山岳スポーツセンター防護柵等設置工事費          9,700千円 

【債務負担行為の設定】 期  間 令和２年度～令和３年度 

限度額             26,400千円 

エ 小田原養護学校湯河原・真鶴方面分教室新築工事費 △158,000千円 

【継続費変更】 1,173,000千円[令和元年度～令和３年度] 

※変更前  1,173,000千円[令和元年度～令和２年度] 
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　４　令和２年度一般会計９月補正予算地方債について

千円 千円 千円 千円 千円

（18,077,400） 〔126,057,467〕
（18,077,400） 78,005,000 115,671,711

〔1,358,697,207〕 〔1,322,921,012〕 -                     〔1,292,835,945〕

△110,000      -                  
〔126,057,467〕

77,895,000 115,671,711
〔2,448,144〕

4,469,000 2,728,428
〔31,906,933〕 〔30,145,162〕 〔32,535,018〕

-                  -                  
〔2,448,144〕

4,469,000 2,728,428
〔1,186,984〕

1,148,000 1,034,119
〔20,562,948〕 〔20,513,525〕 〔20,478,941〕

-                  -                  
〔1,186,984〕

1,148,000 1,034,119
〔562,350〕

21,000 144,150
〔8,189,845〕 〔7,543,250〕 〔7,001,900〕

-                  -                  
〔562,350〕

21,000 144,150
〔9,477,540〕

2,122,000 9,928,730
〔86,269,235〕 〔79,774,627〕 〔73,237,087〕

-                  -                  
〔9,477,540〕

2,122,000 9,928,730
〔82,576,099〕

48,733,000 74,249,429
〔898,191,949〕 〔860,425,762〕 〔838,754,663〕

-                  -                  
〔82,576,099〕

48,733,000 74,249,429
〔7,608,997〕

3,789,000 8,883,732
〔62,475,815〕 〔62,629,495〕 〔59,215,498〕

-                  -                  
〔7,608,997〕

3,789,000 8,883,732
〔9,773,226〕

15,511,000 7,257,691
〔127,511,986〕 〔143,344,163〕 〔150,844,937〕

△110,000      -                  
〔9,773,226〕

15,401,000 7,257,691
〔12,424,127〕

2,212,000 11,445,432
〔123,588,496〕 〔118,545,028〕 〔110,767,901〕

-                  -                  
〔12,424,127〕

2,212,000 11,445,432
〔60,740〕

（3,380,000） 604,000 34,966
〔917,873〕 〔2,153,966〕 -                     〔6,077,226〕

-                  -                  
〔60,740〕

604,000 34,966
-                       

-                  -                  
-                       -                       -                     

-                  -                  
-                       

-                  -                  
〔27,590〕

253,000 6,555
〔443,092〕 〔462,183〕 〔1,566,593〕

-                  -                  
〔27,590〕

253,000 6,555
〔33,150〕

351,000 28,411
〔474,781〕 〔1,691,783〕 〔4,510,633〕

-                  -                  
〔33,150〕

351,000 28,411          

補　正　額

計

【予算に関する説明書　30～31頁】

1,612,073,277

1,050,858,478

91,716,787

8,894,075

22,652,556
補　正　額

補正前の額

計

（818,000）

（12,172,000）

（1,873,000）

1,064,202,907

74,462,320

計

（2,435,000）

計

補　正　額

補正前の額
（406,000）

139,118,853

補正前の額

168,591,503

69,773,588

37,661,313
補　正　額

補正前の額

補正前の額

補　正　額

103,899,220 98,705,517

1,101,415,614

補正前の額

132,320,421

178,607,812

補　正　額

補正前の額

計

計

補　正　額

補正前の額

計

補　正　額

37,550,24935,440,677

1,645,345,407

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元
金償還見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当 該 年 度 末
現在高見込額

22,599,003 22,534,275

10,213,780

前 前 年 度 末
現 在 高

補　正　額

（369,000）

（4,400）

計

(8) そ の 他

教 育

警 察
73,887,130

150,234,271

(6)

145,435,076

　　地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

普 通 債１
1,592,373,966

計

前年度末現在
高 見 込 額

補正前の額

区      　　　　  分

6,136,720
補　正　額

補正前の額

(5)

農 林 水 産

民 生

労 働

衛 生

土 木

補正前の額

計

480,661 1,702,403

(4)

(1)

(2)

(3)
9,017,225

(7)

土 木

農 林 水 産
446,812 482,283

3,000

4,525,992

1,607,728

-                    3,000              

補　正　額

補正前の額

927,473 2,187,686

計

補正前の額

補　正　額

（879,000）

（2,501,000）

計

(1) 総 務

補　正　額

計

２

(2)

(3)

災 害 復 旧 債
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千円 千円 千円 千円 千円

〔141,520,820〕
105,000,000  110,157,571  

〔2,072,730,248〕 〔2,051,594,802〕 〔2,015,073,982〕

-                  -                  
〔141,520,820〕

105,000,000  110,157,571  
〔11,960,596〕

-                  9,757,550      
〔112,278,804〕 〔101,122,379〕 〔89,161,783〕

-                  -                  
〔11,960,596〕

-                  9,757,550      
〔2,023,450〕

-                  -                  
〔17,383,275〕 〔15,359,825〕 〔13,336,375〕

-                  -                  
〔2,023,450〕

-                  -                  
〔3,583,980〕

-                  3,374,160      
〔69,128,470〕 〔78,101,490〕 〔74,517,510〕

-                  -                  
〔3,583,980〕

-                  3,374,160      
〔123,941,948〕

105,000,000  97,015,015    
〔1,873,850,604〕 〔1,852,578,650〕 〔1,833,636,702〕

-                  -                  
〔123,941,948〕

105,000,000  97,015,015    
（10,846）

-                  10,846          
（89,095） （79,458） （68,612）

-                  -                  
（10,846）

-                  10,846          
-                       

-                  -                  
-                       （4,353,000） （4,353,000）

-                  -                  
-                       

-                  -                  
〔267,639,027〕

183,609,000   225,864,248   

△110,000      -                  
〔267,639,027〕

183,499,000   225,864,248   

備考 １ （　）内の金額は外書きで、次年度への繰越額を示す。

２ 〔　〕は満期一括償還に係る積立額を元金償還見込額に含めた額を示す。

３ ３その他　(5)枠外債 の現在高及び現在高見込額には平成30年度以前に農業改良資金会計において計上し

た枠外債を含む。

2,231,936,010  

4,353,000        

減 収 補 塡 債

〔3,432,345,328〕

2,208,976,339

前年度末現在
高 見 込 額

補　正　額

計

4,067,442,7134,088,350,561

補　正　額

（21,457,400）

〔3,376,669,780〕 〔3,313,987,153〕

そ の 他３

(4)

(2) 臨時税収補塡債

(3)

(1) 減 税 補 塡 債

臨時財政対策債

4,104,141,124

補正前の額

計

補正前の額

計

補　正　額

計

2,223,951,025

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

計

補　正　額

補正前の額

補正前の額

補正前の額

補　正　額

補正前の額

補　正　額

計

2,457,868,244 2,474,089,598

合   　　　　　　     計

2,468,932,027  

当 該 年 度 末
現在高見込額

前 前 年 度 末
現 在 高

区      　　　　  分 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元
金償還見込額

補正前の額

18,395,000      

138,653,805    153,490,890

76,916,920 78,899,760

148,411,355

18,395,000 18,395,000

75,525,600      

補正前の額

(6) 調 整 債 補　正　額
-                    4,353,000        

計

(5) 枠 外 債 補　正　額
89,095 79,458 68,612            

計
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【議案（条例その他）25頁 認第１号】 

 

５ 令和元年度神奈川県公営企業決算の認定について 

 

令和元年度神奈川県公営企業決算について、地方公営企業法第30条第４

項の規定により監査委員の意見をつけて認定を求めるものである。 
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【予算に関する説明書 10頁】 

 

６ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る指定管理施設の追加費用等

の負担について【政策局関係】 

 

２款 総務費  １項 政策費 

 

○新  宮ケ瀬やまなみセンター指定管理費      

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

感染拡大防止対策の実施に伴う追加費用について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用の増 年額＋221千円、影響する年度 令和２

年度） 

 

(3) 予算額  221千円 

 

 

○新  相模湖交流センター指定管理費     

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋1,054千円、影響する年度 令

和２年度） 

 

(3) 予算額  1,054千円 

一部

一部
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【予算に関する説明書 10頁】 

 

７ 「新しい生活様式」の推進について【政策局関係】 

 

２款 総務費  １項 政策費 

 

○新  「新しい生活様式」推進事業費補助       

 

(1) 目的 

ＩＣＴを活用して３密回避を図るなど、Ｗｉｔｈコロナの時代に合っ

た「新しい生活様式」を積極的に取り込むことで、神奈川への新しい人

の流れをつくり、地域の活性化を図る。 

 

(2) 内容 

ワーケーション、３密対策、キャッシュレスなど、様々な「新しい生

活様式」を取り込み、地域活性化を図る市町村事業等に対して補助する。 

 

(3) 予算額  100,000千円 
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【予算に関する説明書　29頁】

（追　　加）

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 5,705

803,132

8　令和２年度一般会計９月補正予算債務負担行為について【政策局関係】

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

左 の 財 源 内 訳

宮ケ瀬やまなみセ
ンター等指定管理
費

808,837

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和 2 年度
～

令和 7 年度
808,837

一般財源
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【議案（条例その他）２頁 定県第92号議案】 

 

９ 神奈川県個人情報保護条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

令和元年度に行った条例の見直しに伴い、実施機関が保有する個人情

報の電磁的方法による提供等に関し、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

ア 個人情報事務登録簿の記載事項 

実施機関が個人情報を取り扱う事務について備える個人情報事務登

録簿の記載事項について、電子計算機を使用して個人情報の処理を行

うか否かの項目を削るなど、所要の改正を行う。（第２条、第７条関

係） 

イ 電磁的方法による個人情報の提供 

実施機関がインターネット等を利用して県民等に個人情報を提供し

ようとする場合に、神奈川県情報公開・個人情報保護審議会の意見を

聴くことを不要とし、必要な保護措置を講じていることなどを要件と

して、これをできるようにするなど、所要の改正を行う。（第10条、

第34条関係） 

 

(3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

    令和２年12月１日 

  イ 経過措置 

この条例の施行の際現に備えている個人情報事務登録簿に記載する

事項については、この条例の施行の日以後に登録事項を変更する日又

は令和３年４月１日のいずれか早い日までの間は、改正後の第７条第

１項の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。 
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【議案（条例その他）３頁 定県第93号議案】 

 

10 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営

利活動法人等を定める条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活

動法人を新たに加えるなど、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

   個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活

動法人として、１法人を新たに加えるほか、１法人について、控除対象

期間を更新するなど、所要の規定の整備を行う。（別表関係） 

 

 (3) 施行期日 

   令和２年11月１日。ただし、控除対象期間の更新以外については、公

布の日。 
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【議案（条例その他）４頁 定県第94号議案】 

 

11 事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

市町村への権限移譲に関する地方自治法第252条の17の２の規定に基

づく市町村との協議の結果等により、市町村が処理する事務の範囲等に

ついて、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

令和２年度の権限移譲に伴う改正［１項目］ 

 神奈川県生活環境の保全等に関する条例に基づく環境汚染を確認した

場合において、関係市による原因調査等の対象となる物質を追加するも

の 

 

(3) 施行期日及び経過措置 

ア 施行期日 

令和２年11月１日 

  イ 経過措置 

    この条例の施行の際神奈川県生活環境の保全等に関する条例の規定

により知事がした処分その他の行為のうち、現にその効力を有するも

ので、この条例の施行の日以後においては市長が管理し、及び執行す

ることとなる事務に係るものは、この条例の施行の日以後における神

奈川県生活環境の保全等に関する条例の適用については、当該市長の

した処分その他の行為とみなす。 
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【議案（条例その他）22頁 定県第111号議案】 

 

12 宮ケ瀬やまなみセンター、宮ケ瀬湖集団施設地区及び鳥居原園地並びに

宮ケ瀬湖カヌー場の指定管理者の指定の概要 

 

(1) 指定の趣旨 

神奈川県立宮ケ瀬やまなみセンター条例第３条、神奈川県立宮ケ瀬湖

集団施設地区及び鳥居原園地条例第３条、神奈川県立宮ケ瀬湖カヌー場

条例第４条の規定に基づき、指定管理者を指定するものである。 

 

(2) 指定の内容 

ア 施設の名称       宮ケ瀬やまなみセンター、宮ケ瀬湖集団

施設地区及び鳥居原園地並びに宮ケ瀬

湖カヌー場 

イ 指定管理者 

(ｱ) 名称         公益財団法人宮ヶ瀬ダム周辺振興財団 

(ｲ) 主たる事務所の所在地  愛甲郡清川村宮ヶ瀬940－４番地 

ウ 指定期間         令和３年４月１日から 

令和８年３月31日まで 
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【予算に関する説明書 10頁】 

 

13 行政手続のオンライン化等の推進について【総務局関係】 

 

２款 総務費  ６項 総務管理費 

 

○新  行政情報化推進費 

 

 (1) 目的 

   「新しい生活様式」に対応するため、県庁内のＩＣＴ環境整備を行う。 

 

 (2) 内容 

 オンラインによる研修等の実施やＲＰＡの導入に係る環境整備を行う。 

 

 (3) 予算額  30,280千円 

 

 

○新   電子自治体共同運営推進費 

 

 (1) 目的 

   「新しい生活様式」に対応するため、行政手続のオンライン化を推進

する。 

 

 (2) 内容 

 法令等の制約がなく、早期に対応が可能な手続について、行政手続の

オンライン化を行う。 

 

 (3) 予算額  20,000千円 

 

一部

一部
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【予算に関する説明書 10頁】 

 

14 県有施設における感染拡大防止対策について【総務局関係】 

 

２款 総務費  ６項 総務管理費 

 

○新  県有施設感染症対策費 

 

 (1) 目的 

   新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、県有施設のトイレ

の衛生対策工事を行う。 

 

 (2) 内容 

 県有施設のトイレ手洗の自動水栓化や洋式化を行う。 

 

 (3) 予算額  87,405千円 
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【議案（条例その他）５頁 定県第95号議案】 

 

15 知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例の

概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

地方自治法施行令の一部改正を踏まえ、海区漁業調整委員会の委員に

係る賠償の責任等について、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

海区漁業調整委員会の委員が、その職務を行うにつき善意でかつ重大

な過失がないときの県に対する損害賠償責任の範囲を年収の４倍から年

収の２倍に改める。 

 

 (3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

    令和２年12月１日 

  イ 経過措置 

    漁業法等の一部を改正する等の法律附則第15条第２項の規定により

在任するものとされた海区漁業調整委員会の委員が県に対して損害を

賠償する責任を負う額から控除する額については、改正後の第１号の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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【議案（条例その他）６～７頁 定県第96号議案】 

 

16 神奈川県手数料条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律の制定に伴い、農林水

産物又は食品の衛生証明書発行手数料等を新設するなど、所要の改正を

行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

ア 農林水産物及び食品に係る衛生証明書発行及び適合施設認定が法制

化されたことにより、当該事務に係る手数料を新設する。（別表の４ 

環境農政局関係及び別表の６ 健康医療局関係） 

  イ その他所要の規定の整備を行う。（別表の４ 環境農政局関係） 

     

 (3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

令和３年４月１日。ただし、(2)イについては公布の日。 

  イ 経過措置 

    この条例の施行の際現に申請の受理をしているものに係る手数料に

ついては、なお従前の例による。 
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【議案（条例その他）８頁 定県第97号議案】 

 

17 神奈川県県税条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1)  改正の趣旨 

令和２年10月に適用期限が到来する法人の県民税及び事業税の超過課

税措置の適用期間を延長するため、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

現在実施している法人の県民税及び事業税の超過課税は、令和２年10

月末に適用期限を迎える。令和２年11月以降、「新型コロナウイルス感

染症拡大の影響に係る経済対策の推進」、「災害に強い県土づくりの推

進」及び「県内経済の持続的な発展に向けた幹線道路の整備」といった

特別な財政需要に対応するため、適用期間を５年間延長する。（附則第

８項及び第15項関係） 

なお、税率及び中小法人に対する不均一課税の適用基準については、

現行どおりとする。 

 

(3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

公布の日 

  イ 法人の県民税に関する経過措置 

令和２年11月１日前に終了する各事業年度分の法人の県民税及び同

日前に終了する各連結事業年度分の法人の県民税については、なお従

前の例による。 

  ウ 法人の事業税に関する経過措置 

令和２年11月１日前に終了する各事業年度分の法人の事業税につい

ては、なお従前の例による。 
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（参考）税制措置の概要及び超過課税の活用項目 

１ 税制措置の概要 

法 的

根 拠 

超 過 課 税：地方税法第１条第１項第５号 

不均一課税：地方税法第６条第２項 

 

税 率 

注 法人事業税の超過税率については、特別法人事業税と合わせた実質的な税負
担は、標準税率の５％増しである。 

区  分 課税標準及び税率の適用区分 標準税率 超過税率 

法人県民税 

(法人税割) 
法人税額 

％
１ 

％
１.８ 

法人事業税 

(主なもの) 

資本金の額

又は出資金

の額が１億

円を超える

法人 

特別法人 

を除く。 

 

所得 

・年400万円以下の金額 

・年400万円超800万円以下の金額 

・年800万円超の金額 

 

付加価値額 

 

資本金等の額 

 

０.４ 

０.７ 

１ 

 

１.２ 

 

０.５ 

（標準税率の 18％増し）

０.４７２ 

０.８２６ 

１.１８ 

（標準税率の５％増し）

１.２６ 

（標準税率の５％増し）

０.５２５ 

資本金の額

又は出資金

の額が１億

円以下の法

人 

 特別法人 

 を除く。 

所得 

・年400万円以下の金額 

・年400万円超800万円以下の金額 

・年800万円超の金額 

 

３.５ 

５.３ 

７ 

（標準税率の 6％増し）

３.７１ 

５.６１８ 

７.４２ 

電 気 供 給 業 （ 送 配 電 部

門）、ガス供給業、保険

業、貿易保険業 

収入金額 １ 
（標準税率の 6％増し）
１.０６ 

電気供給業

（発電・小

売部門） 

資本金の額又

は出資金の額

が１億円を超

える法人 

収入金額 ０.７５ 
（標準税率の 7％増し）
０.８０２５

付加価値額 ０.３７ 
（標準税率の 5％増し）
０.３８８５

資本金等の額 ０.１５ 
（標準税率の 5％増し）
０.１５７５

資本金の額又

は出資金の額

が１億円以下

の法人 

収入金額 ０.７５ 
（標準税率の 7％増し）
０.８０２５

所得割額 １.８５ 
（標準税率の 5％増し）
１.９４２５

中小法
人に対
する不
均一課
税 

区   分 不均一課税の適用基準 

法人県民税 

（法人税割） 

資本金の額又は出資金の額が２億円以下で、かつ、法人税額が

年4,000万円以下の法人 

法人事業税 

資本金の額又は出資金の額が２億円以下で、かつ、所得金額が

年１億5,000万円（収入金額を課税標準とする法人にあっては、収

入金額が年12億円）以下の法人 

適 用
期 間 

令和２年11月１日から令和７年10月31日までの間に終了する事業年度分について適用 
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２ 今後の活用項目 

(1) 新型コロナウイルス感染症拡大の影響に係る

経済対策の推進 

ア 地域経済の活性化 

イ 柔軟な経済構造の構築 

(2) 災害に強い県土づくりの推進 

ア 台風・豪雨・火山などの自然災害対策

イ 地震・津波対策の一層の強化 

ウ 災害に備えた社会基盤施設の整備 

エ 災害時に重要な役割を果たす県有施設

等の耐震改修 

(3) 県内経済の持続的な発展に向けた幹線道路の整備 

 

３ これまでの活用項目 

法人県民税 法人事業税 

（昭和50年11月1日～昭和60年10月31日） 

高等学校の就学適齢生徒の急増対策として進め

ている高校100校建設計画の財源に充当するため 

 

（昭和53年2月1日～昭和63年1月31日） 

人口及び企業の過度の集中に伴う大都市圏特有

の財政需要に対処するため 

① 文教施設の整備 ② 生活環境の整備 

③ 中小企業対策の充実 ④ 福祉・医療の充実 
（昭和60年11月1日～平成2年10月31日） 

大都市圏特有の財政需要に対処するため 

① 都市整備関連事業の推進 

② 公共施設の整備 

（昭和63年2月1日～平成2年10月31日） 

大都市圏における都市基盤の整備等特別な財政

需要の財源に充当するため 

① 都市基盤の整備 

② 高齢化社会における福祉、医療体制の整備

③ 産業振興対策の推進 

（平成2年11月1日～平成7年10月31日） 

大都市圏における生活環境の整備等特別な財政

需要の財源に充当するため 

① 生活環境の整備 

② 高齢化社会における福祉、医療体制の整備 

（平成2年11月1日～平成7年10月31日） 

大都市圏における都市基盤の整備等特別な財政

需要の財源に充当するため 

① 都市基盤の整備 

② 産業振興対策の推進 

（平成7年11月1日～平成12年10月31日） 

地震防災対策及び産業振興対策の強化に要する財源に充当するため 

① 地震防災対策の強化            ② 産業振興対策の強化 

（平成12年11月1日～平成17年10月31日） 

地震防災対策及び産業振興対策の強化に要する財源に充当するため 

① 地震防災対策の強化            ② 産業振興対策の強化 

（平成17年11月1日～平成22年10月31日） 

地震防災対策の強化及び地域経済の活性化に要する財源に充当するため 

① 地震防災対策の強化            ② 地域経済の活性化 

（平成22年11月1日～平成27年10月31日） 

道路等の社会基盤整備に要する財源に充当するため 

（平成27年11月1日～令和２年10月31日） 

災害に強い県土づくりの推進及び東京オリンピック・パラリンピックに向けた幹線道路の整備に

要する財源に充当するため  
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【議案（条例その他）９頁 定県第98号議案】 

 

18 普通財産及び物品の交換、出資、無償譲渡、無償貸付け等に関する条例

の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   行政財産の減額貸付け等を可能とするため、所要の改正を行うもので

ある。 

 

 (2) 改正の内容 

  ア 行政財産の貸付けについての準用規定の新設 

    行政財産の無償貸付け及び減額貸付けについては、普通財産の規定

を準用する規定を新設する。（改正後の第６条関係） 

  イ 題名等の改正 

    普通財産だけでなく行政財産も条例の対象とするため、題名を「公

有財産及び物品の交換、出資、無償譲渡、無償貸付け等に関する条例」

に改めるとともに、所要の規定の整備を行う。（題名及び第１条関係） 

 

 (3) 施行期日等 

   公布の日から施行し、(2)アについては、令和２年２月26日以後の期

間に係る行政財産の貸付けであって県が新型コロナウイルス感染症のま

ん延防止のために講じた措置の影響を受けたものについても、適用する。 
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【議案（条例その他）16頁 定県第105号議案】 

 

19 分庁舎新築工事（建築）請負契約変更の内容 

 

 

 (1) 工 事 名 称   分庁舎新築工事（建築） 

 

 (2) 工 事 場 所   横浜市中区日本大通５－１ 

 

 (3) 請負契約者名   松尾・工藤・石井特定建設工事共同企業体 

             代表者 株式会社松尾工務店 

                  代表取締役 松 尾 文 明 

 

(4) 変更の理由   新型コロナウイルス感染症対策に伴う影響で工事

を一時中止したことなどによる共通費の増に伴い、

工事請負契約を変更する。 

 

 (5) 変更の内容   請負契約金額 

（変更前）56億9,715万6,800円 

（変更後）57億749万4,600円 
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【議案（条例その他）17頁 定県第106号議案】 

 

20 分庁舎新築工事（機械）請負契約変更の内容 

 

 

 (1) 工 事 名 称   分庁舎新築工事（機械） 

 

 (2) 工 事 場 所   横浜市中区日本大通５－１ 

 

 (3) 請負契約者名   根布・ダイト・長瀬特定建設工事共同企業体 

             代表者 株式会社根布工業 

                  代表取締役 根 布 博 之 

 

(4) 変更の理由   新型コロナウイルス感染症対策に伴う影響で工事

を一時中止したことなどによる共通費の増に伴い、

工事請負契約を変更する。 

 

 (5) 変更の内容   請負契約金額 

（変更前）11億7,455万8,620円 

（変更後）11億7,743万1,820円 
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【議案（条例その他）18頁 定県第107号議案】 

 

21 分庁舎新築工事（電気）請負契約変更の内容 

 

 

 (1) 工 事 名 称   分庁舎新築工事（電気） 

 

 (2) 工 事 場 所   横浜市中区日本大通５－１ 

 

 (3) 請負契約者名   東洋電装・東栄電設・神電設備工業特定建設工事

共同企業体 

             代表者 東洋電装株式会社 

                  代表取締役 和 田   晃 

 

(4) 変更の理由   新型コロナウイルス感染症対策に伴う影響で工事

を一時中止したことなどによる共通費の増に伴い、

工事請負契約を変更する。 

 

 (5) 変更の内容   請負契約金額 

（変更前）９億8,321万3,600円 

（変更後）９億8,599万3,300円 
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【予算に関する説明書 11頁】 

 

22 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る指定管理施設の追加費用等

の負担について【国際文化観光局関係】 

 

２款 総務費  ９項 国際文化観光費 

 

○新  地球市民かながわプラザ指定管理費       

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋3,034千円、影響する年度 令

和２年度） 

 

(3) 予算額  3,034千円 
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○新  県民ホール本館指定管理費       

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋44,717千円、影響する年度 令

和２年度） 

 

(3) 予算額  44,717千円 

 

 

○新  県民ホール神奈川芸術劇場指定管理費       

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋68,535千円、影響する年度 令

和２年度） 

 

(3) 予算額  68,535千円 
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○新  県立音楽堂指定管理費       

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

感染拡大防止対策の実施に伴う追加費用について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用の増 年額＋2,020千円、影響する年度 令和

２年度） 

 

(3) 予算額  2,020千円 

 

 

○新  かながわアートホール指定管理費       

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

感染拡大防止対策の実施に伴う追加費用について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用の増 年額＋1,279千円、影響する年度 令和

２年度） 

 

(3) 予算額  1,279千円 

 

 

 

 

 

 

一部
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○新  神奈川近代文学館指定管理費       

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋5,689千円、影響する年度 令

和２年度） 

 

(3) 予算額  5,689千円 

 

一部

- 29 -



 

【予算に関する説明書 11頁】 

 

23 新型コロナウイルス感染症対策に係る県内経済の回復に向けた支援につ

いて【国際文化観光局関係】 

 

２款 総務費  ９項 国際文化観光費 

 

○新   新たな観光モデル創出推進事業費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う観光客の行動変容により、県

内観光地で顕在化している課題を解決し、新たな観光モデルの創出を推

進する。 

 

(2) 内容 

観光地における３密を回避するため、ＩＴ技術等を活用して、混雑の

緩和を図るなど、新たな観光に向けた地域の主体的な取組みを支援する。 

また、観光事業者等が相互連携し、地域・交通が一体となって行う感

染症対策の取組みを周知する。 

 

(3) 予算額  54,045千円 
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 【議案（条例その他）１頁 定県第91号議案】 

 

24 神奈川県立国際言語文化アカデミア条例を廃止する等の条例の概要 

 

(1) 廃止の理由及び改正の趣旨 

ア 廃止の理由 

国際言語文化アカデミア（以下「アカデミア」という。）を廃止す

ることに伴い、当該条例を廃止するものである。 

イ 改正の趣旨 

神奈川県立国際言語文化アカデミア条例の廃止に伴い、アカデミア

に勤務する職員に適用される大学教育職給料表を削除するなど、職員

の給与及び通勤に要する費用の弁償に関する条例の一部改正を行うも

のである。 

  

(2) 改正の内容 

  ア 大学教育職給料表を削除する。（第３条第１項、別表第６及び別表

第11関係） 

  イ 上記アに伴い、所要の改正を行う。（第３条第１項及び別表第７～

別表第10の２関係） 

 

(3) 施行期日及び学校職員の給与等に関する条例の一部改正 

  ア 施行期日 

    令和３年４月１日 

  イ 学校職員の給与等に関する条例の一部改正 

職員の給与及び通勤に要する費用の弁償に関する条例の一部改正に

伴い、引用条項に変更が生じたため、所要の改正を行う。 
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【予算に関する説明書 11頁】 

 

25 県内スポーツの継続的な推進について【スポーツ局関係】 

 

   ２款 総務費  10項 スポーツ費 

 

○新   競技スポーツ振興事業費補助 

 

(1)  目的   

県内スポーツの継続的な推進を図る。 

 

(2)  内容 

県内プロスポーツチーム等が行う試合開催時の感染防止対策等に対し

て補助する。 

 

(3) 予算額   52,500千円 
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【予算に関する説明書 11頁】 

 

26 スポーツ施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止等について

【スポーツ局関係】 

 

２款 総務費  10項 スポーツ費 

 

○新  スポーツ施設費 

 

 (1) 目的 

県の指定管理施設等における新型コロナウイルス感染症の拡大防止及

び山岳スポーツセンターの利用者の安全確保を図る。 

 

 (2) 内容 

   ア 指定管理費 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止

対策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス 

感染症の影響による追加費用等の増 年額＋18,541千円、影響する年

度 令和２年度） 

イ 施設整備費 

山岳スポーツセンター（秦野市戸川）の利用者の安全確保のため、

施設の周囲等に防護柵等設置工事を行う。 

  ウ スポーツセンター感染症対策費 

スポーツセンター（藤沢市善行）において、新型コロナウイルスの

感染拡大防止を図るため、サーモグラフィー等の感染症対策用品を整

備する。 

 

 (3) 予算額  47,097千円 

 

一部
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【予算に関する説明書　29頁】

（追　　加）

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

26,400

26,400

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額 一般財源

令和 2 年度
～

令和 3 年度
26,400

山岳スポーツセン
ター施設整備費

左 の 財 源 内 訳

27　令和２年度一般会計９月補正予算債務負担行為について【スポーツ局関係】

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書
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【予算に関する説明書 12・19頁】 

 

28 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る指定管理施設の追加費用等

の負担について【環境農政局関係】 

 

３款 環境費  ３項 自然保護費 

 

○新  自然公園維持管理費 

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止や感染拡大防止対策

の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染 

症の影響による追加費用等の増 年額＋1,731千円、影響する年度 令 

和２年度） 

 

(3) 予算額  1,731千円 
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７款 農林水産業費  １項 農業費 

 

○新   花と緑のふれあいセンター特定事業費    

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

  （現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染 

症の影響による追加費用等の増 年額＋37,641千円、影響する年度 令 

和２年度） 

 

(3) 予算額  37,641千円 

 

 

○新  大船フラワーセンター指定管理費   

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

  （現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染 

症の影響による追加費用等の増 年額＋24,349千円、影響する年度 令 

和２年度） 

 

(3) 予算額  24,349千円 

 

 

一部

一部
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７款 農林水産業費  ４項 林業費 

 

○新  21世紀の森指定管理費 

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

感染拡大防止対策の実施に伴う追加費用について負担する。 

  （現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染 

症の影響による追加費用の増 年額＋110千円、影響する年度 令和 

２年度） 

 

(3) 予算額  110千円 

 

 

７款 農林水産業費  ５項 水産業費 

 

○新  本港特別泊地等指定管理費 

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設閉鎖や感染拡大防止対策

の実施に伴う追加費用等について負担する。 

  （現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染 

症の影響による追加費用等の増 年額＋2,329千円、影響する年度 令 

和２年度） 

 

(3) 予算額  2,329千円 

 

一部

一部
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○新  宮川特別泊地等指定管理費 

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設閉鎖や感染拡大防止対策

の実施に伴う追加費用等について負担する。 

  （現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染 

症の影響による追加費用等の増 年額＋922千円、影響する年度 令和 

２年度） 

 

(3) 予算額  922千円 

 

一部
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【議案（条例その他）13頁 定県第102号議案】 

 

29 かながわ環境整備センターしゃ水施設整備工事請負契約の内容 

 

 

 (1) 工 事 名 称   かながわ環境整備センターしゃ水施設整備工事 

 

 (2) 工 事 場 所   横須賀市芦名３丁目1990番地 

 

 (3) 請負契約者名   亀井・相模特定建設工事共同企業体 

             代表者 亀井工業株式会社 

                  代表取締役 亀 井 信 幸 

 

 (4) 請負契約金額   ５億6,924万8,680円 

 

 (5) 工事着手年月日   議会の議決に付すべき事件等に関する条例第２条 

の規定による議会の議決があった日から７日以内 

 

 (6) 工事完成予定年月日   令和４年５月16日 
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【予算に関する説明書 13頁】 

 

30 新型コロナウイルス感染症対策に係る福祉サービスの提供体制の維持に

ついて【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  １項 社会福祉費 

 

○新  福祉人材養成確保事業費 

 

(1) 目的 

介護支援専門員法定研修における感染拡大を防止する。 

 

 (2) 内容 

  介護支援専門員法定研修の実施にあたり必要となるマスク、消毒液等

の購入や、密集・密接を避けるための追加の会場確保等に対して補助す

る。 

 

(3) 予算額  12,872千円 

 

 

４款 民生費  ２項 障害福祉費 

 

○新   障害者地域活動支援事業費 

 

(1) 目的 

地域生活支援事業として市町村が実施する移動支援事業、訪問入浴サ

ービス、意思疎通支援事業における障がい者の受入体制を強化するとと

もに、感染拡大を防止する。 

 

 (2) 内容 

   感染拡大に伴うニーズの増加に対応するための人員増や、感染拡大防

止のための消毒液の購入等に対して補助する。 

 

(3) 予算額  20,868千円 

 

 

一部

一部
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○新   障害福祉施設等感染症対策費 

 

(1) 目的 

障害者支援施設等における福祉サービスの提供体制を維持する。 

 

 (2) 内容 

   県においてマスクや消毒液等の備蓄等を行う。 

 

(3) 予算額  204,520千円 

 

 

４款 民生費  ３項 老人福祉費 

 

介護ロボット普及推進事業費 

 

(1) 目的 

介護サービス事業所等における職員の負担軽減やオンライン面会への

活用等を推進する。 

 

 (2) 内容 

   介護サービス事業所等への介護ロボットやタブレット端末等のＩＣＴ

の導入に対して補助する。 

 

(3) 予算額  160,420千円 
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  介護施設等感染症対策費 

 

(1) 目的 

介護施設等における福祉サービスの提供体制を維持する。 

 

 (2) 内容 

   介護施設等における感染症対策の実施に対して補助するほか、県にお

いてマスクや消毒液等の備蓄等を行う。 

 

(3) 予算額  3,657,727千円 
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【予算に関する説明書 13頁】 

 

31 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る指定管理施設の追加費用の

負担について【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  ２項 障害福祉費 

 

○新  障害福祉施設指定管理費 

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

 (2) 内容 

感染拡大防止対策の実施に伴う追加費用について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用の増 年額＋6,880千円、影響する年度 令和

２年度） 

 

(3) 予算額  6,880千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部
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【予算に関する説明書 13頁】 

 

32 民間老人福祉施設の整備について【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  ３項 老人福祉費 

 

 民間老人福祉施設整備費補助 

 

(1) 目的 

災害時における高齢者施設の機能を維持する。 

 

 (2) 内容 

  給水設備及び非常用自家発電設備の整備やブロック塀の改修を行う事

業者に対して補助する。 

 

(3) 予算額  39,524千円 
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【予算に関する説明書 14頁】 

 

33 新型コロナウイルス感染症対策に係る生活支援について【福祉子どもみ

らい局関係】 

 

４款 民生費  ４項 生活保護費 

 

 生活福祉資金貸付事業費補助 

 

(1) 目的 

感染拡大の影響による収入減少等により一時的に生活費が必要となっ

た世帯等への支援を行う。 

 

 (2) 内容 

  生活福祉資金の特例貸付を行う県社会福祉協議会に貸付原資等を補助

する。 

 

(3) 予算額  9,000,000千円 

 

 

    生活困窮者自立支援事業費 

 

(1) 目的 

感染拡大の影響を受けた生活困窮者を支援する。 

 

 (2) 内容 

   自立相談支援機関の支援員を増員し、相談体制等を強化する。 

 

(3) 予算額  5,311千円 
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【予算に関する説明書 14頁】 

 

34 安心こども基金積立金について【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  ５項 児童福祉費 

 

 安心こども基金積立金 

 

(1) 目的 

幼児教育・保育の無償化事務を円滑に実施する。 

 

 (2) 内容 

  国から交付される子育て支援対策臨時特例交付金を安心こども基金に

積み立てる。 

 

(3) 予算額  2,407,758千円 
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【議案（条例その他）10頁 定県第99号議案】 

 

35 神奈川県安心こども基金条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   保育所その他保育サービスを提供する施設の整備等を行うことを目的

として、国の交付金を受けて設置した神奈川県安心こども基金について、

事業の実施期限が延長されたことに伴い、条例の期限を延長するため所

要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

 条例の時限を「平成33年６月30日」から「令和６年６月30日」に延長

する。（附則第２項関係） 

 

 (3) 施行期日 

   公布の日 
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【議案（条例その他）14頁 定県第103号議案】 

 

36 厚木児童相談所新築工事（建築）請負契約の内容 

 

 

(1) 工 事 名 称   厚木児童相談所新築工事（建築） 

 

(2) 工 事 場 所    厚木市水引２丁目11番６号 

 

(3) 請負契約者名   日成工事・大場建設特定建設工事共同企業体 

代表者 日成工事株式会社 

代表取締役 森 野 英 俊 

 

(4) 請負契約金額   ９億1,233万2,322円 

 

(5) 工事着手年月日   議会の議決に付すべき事件等に関する条例第２条 

の規定による議会の議決があった日から７日以内 

  

(6) 工事完成予定年月日   令和４年２月18日 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

37 感染症相談窓口の運営について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

 感染症相談窓口運営費 

 

(1) 目的 

保健福祉事務所等における新型コロナウイルス感染症関連業務の体制

を強化する。 

 

（2） 内容 

各保健福祉事務所等に看護師・保健師の有資格者を配置する。 

 

 (3) 予算額  28,944千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

38 感染症対策について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

○新  感染症対策費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止等を図る。 

 

（2） 内容 

ア 感染症患者移送費 

民間移送業者を活用して、感染症患者を医療機関等に迅速に搬送す

る。 

イ 感染症検査事業費 

民間検査機関における行政検査に係る費用や、検査費用の保険適用

に伴う自己負担相当額の公費負担を行う。 

ウ 感染症予防事業費（国庫補助） 

保健福祉事務所等で使用する防護服やマスクなどの必要な資機材を

整備する。 

エ 感染症病床確保支援事業費（国庫補助） 

重点医療機関等の感染症患者受入に必要な病床確保等に対する空床

確保料に対して補助する。 

オ 新型コロナウイルス感染症患者物品等配送支援事業 

重点医療機関等で必要な医療物資を適切に整理、保管し、速やかに

配送する。 

カ 新型コロナウイルスコールセンター運営委託費 

専用ダイヤル、帰国者・接触者相談センター業務のほか、自宅及び

宿泊療養者からの電話相談対応や健康観察を行う。 

キ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金補助（市町村） 

市町村が行う新型コロナウイルス感染症対策の取組みに対して補助

する。 

ク 自宅療養者配食支援事業 

自宅療養者の外出による感染拡大を防止するため、自宅療養者に対

する配食サービスを提供する。 

一部
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ケ 医療機関等継続・再開支援事業費補助 

新型コロナウイルス感染症患者が発生したことにより休業・診療等

縮小となった医療機関等の設備費を補助する。 

コ 医師等派遣体制確保事業費補助 

新型コロナウイルス感染症に感染する等して、医師又は薬剤師が休

業した場合における他の医療機関・薬局等からの医師又は薬剤師の派

遣に要した費用を補助する。 

サ 看護師等養成所遠隔教育環境整備費補助 

看護師等養成所における学習環境の整備のため、オンライン授業に

必要な機器整備に対して補助する。 

シ オンライン診療等環境整備費補助 

患者の通院による感染リスクの軽減や医療従事者の感染防止に有効

なオンライン診療等の環境を整備するため、オンライン診療システム

やその他の情報通信機器の導入に対して補助する。 

 

 (3) 予算額  111,442,266千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

39 集合検査場の整備運営について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

 集合検査場整備運営費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症に係る検査体制の強化を図る。 

 

（2） 内容 

集約化した検査場を運営する。 

 

 (3) 予算額  188,833千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

40 軽度・無症状患者の宿泊療養施設の運営について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

 軽度・無症状患者宿泊療養施設運営費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の確保を図る。 

 

（2） 内容 

軽症者・無症状患者が宿泊療養するための施設を県が借上げ、運営す

る。 

 

 (3) 予算額  5,858,117千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

41 重点医療機関等の整備運営について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

 重点医療機関等整備運営事業費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の確保を図る。 

 

（2） 内容 

新型コロナウイルス感染症対策における重点医療機関等が行う設備整

備に係る費用に対して補助する。 

 

 (3) 予算額  15,795,375千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

42 病床確保協力事業について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

○新  病床確保協力事業費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の確保を図る。 

 

（2） 内容 

新型コロナウイルス感染症の受け入れ病床を確保した医療機関を支援

するため、協力金を支給する。 

 

 (3) 予算額  3,033,000千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

43 医療機関への経営支援について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

○新  医療機関経営支援事業費補助 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、医療機関の経営の安定化

と健全化を図る。 

 

（2） 内容 

中小企業制度融資の対象とならない医療機関を対象とした融資制度を

創設し、融資当初３年間の金利を2.0％割引くための利子補給を行う。 

 

 (3) 予算額  583,334千円 
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【予算に関する説明書 15～16頁】 

 

44 新型コロナウイルス感染症対策に係る医療の担い手支援について【健康

医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

 医療従事者等慰労事業費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の確保を図る。 

 

（2） 内容 

新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に関し、県から役割を設

定された医療機関等に勤務し、患者と接する医療従事者や職員に対し、

慰労金を支給する。 

 

 (3) 予算額  10,515,814千円 

 

 

５款 衛生費   ４項 医薬費 

 

○新  薬局薬剤師慰労事業費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の確保を図る。 

 

（2） 内容 

新型コロナウイルス感染症の疑いがある患者への対応など、感染リス

クを抱えながら、業務に従事している保険薬局の薬剤師に対し、慰労金

を支給する。 

 

 (3) 予算額  543,950千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

45 こころの健康づくり感染症関連事業の推進について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

○新  こころの健康づくり感染症対策費 

 

(1) 目的 

災害、犯罪被害、事故等の緊急時において、専門的な心のケアに関す

る対応が円滑に行われるよう、緊急支援体制の強化を図る。 

 

（2） 内容 

新型コロナウイルスの感染拡大に備えて、災害派遣精神医療チーム

（ＤＰＡＴ）を派遣できる体制を整える。  

 

 (3) 予算額  7,345千円 
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【議案（条例その他）20頁 定県第109号議案】 

 

46 動産の取得の内容 

 

(1)  品目及び数量  タミフルカプセル75 100カプセル（ＰＴＰ）備蓄用   

11,400箱 

 

(2)  契 約 者 名  中外製薬株式会社 

            営業本部長 日 高 伸 二 

 

(3)  契 約 金 額  ２億477万8,200円 

 

(4)  納 入 期 限  令和３年３月31日 

 

(5)  契約の方法  随意契約 

 

(6) 随意契約理由  中外製薬株式会社は、抗インフルエンザウイルス薬

「タミフルカプセル」の製造・販売に係る独占的ライ

センスを持っており、通常流通用タミフルカプセルと

は別に、新型インフルエンザ対策に係る抗インフルエ

ンザウイルス薬の確保用として、価格を低く設定し、

国及び都道府県に直接販売する行政備蓄用タミフルカ

プセルを製造販売している。 

           本件は、特定の物品を購入するものであり、かつ当

該物品の調達相手方は、中外製薬株式会社に特定され

るものであるため、地方公共団体の物品等又は特定役

務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項第１号

に基づき、中外製薬株式会社との随意契約により物品

購入契約をすることとしたものである。 
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【議案（条例その他）21頁 定県第110号議案】 

 

47 動産の取得の内容 

 

(1) 品目及び数量  手術用ロボット支援システム １式 

 

(2) 契 約 者 名  日本ストライカー株式会社 

            代表取締役社長 佐  伯 広  幸 

 

(3) 契 約 金 額  １億5,345万円 

 

(4) 納 入 期 限  令和２年12月１日 

 

(5) 契約の方法  一般競争入札 
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【予算に関する説明書 17頁】 

 

48 サテライトオフィスの設置支援について【産業労働局関係】 

 

６款 労働費  １項 労政費 

 

 働き方改革推進事業費 

 

(1) 目的 

Ｗｉｔｈコロナ時代におけるワークスタイルの選択肢の１つとして、

サテライトオフィスにおける勤務を推進する。 

 

（2） 内容 

県内にサテライトオフィスを設置する商店街団体や事業者等に対して、

施設の整備や改修に係る経費を補助する。 

 

 (3) 予算額  60,000千円 
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【予算に関する説明書 17頁】 

 

49 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る指定管理施設の追加費用等

の負担について【産業労働局関係】 

 

６款 労働費  １項 労政費 

 

○新  かながわ労働プラザ指定管理費 

 

(1) 目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

 (2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

   （現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋13,129千円、影響する年度 令

和２年度） 

 

(3) 予算額  13,129千円 
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【予算に関する説明書 17頁】 

 

50 総合職業技術校及び産業技術短期大学校における感染拡大防止対策につ

いて【産業労働局関係】 

 

６款 労働費  ２項 職業訓練費 

 

 機械整備費（総合職業技術校関係） 

 

(1) 目的 

総合職業技術校において、ＩＣＴ環境の普及や新しい生活様式に対応

したオンラインによる職業訓練を実施する。 

 

 (2) 内容 

訓練の実施に必要な機器及び経済的困窮者に貸与するための機器を整

備する。 

 

(3) 予算額  29,569千円 

 

 

 機械整備費（産業技術短期大学校関係） 

 

(1) 目的 

産業技術短期大学校において、ＩＣＴ環境の普及や新しい生活様式に

対応したオンラインによる職業訓練を実施する。 

 

 (2) 内容 

訓練の実施に必要な機器及び経済的困窮者に貸与するための機器を整

備する。 

 

(3) 予算額  8,879千円 

 

 

- 63 -



【予算に関する説明書 18頁】 

 

51 かながわ労働プラザ納付金について【産業労働局関係】 

 

６款 労働費  ４項 労働委員会費 

 

   かながわ労働プラザ納付金（使途を指定しない収入） 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、施設利用収入に影響があっ

た指定管理者に対して、影響額の一部を補填する。 

 

 (2) 内容 

   指定管理施設である「かながわ労働プラザ」からの納付金を免除する。 

   （現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による納付金の減 年額△2,750千円、影響する年度 令和２

年度） 

   

(3) 予算額   △2,750千円 
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【予算に関する説明書 21～22頁】 

 

52 新型コロナウイルス感染症対策に係る県内経済の回復に向けた支援につ

いて【産業労働局関係】 

 

８款 商工費  １項 商工総務費 

 

 中小企業・小規模企業再起支援事業費補助 

 

(1) 目的 

事業者の感染拡大防止策や新たな事業展開を後押しし、中小企業者等

における事業活動の継続を支援する。 

 

 (2) 内容 

  感染拡大防止対策や、デリバリーやインターネット販売等に取り組む

経費に対して補助する。 

 

(3) 予算額  7,105,866千円 

 

 

○新  県内消費喚起対策事業費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、消費意欲の減退した消費者

の購買意欲を喚起し、県内事業者を支援する。 

 

 (2) 内容 

「感染防止対策取組書」を掲示している飲食店等で、キャッシュレス

決済を利用した際に、決済額の20％を還元する。 

 

(3) 予算額  7,500,000千円 

 

 

 

 

 

- 65 -



 

 

商業活性化推進事業費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の影響により、来店者数や売上げが減少し

ている商店街を支援する。 

 

 (2) 内容 

商店街団体等が実施するプレミアム商品券発行に要する経費に対して

補助する。 

 

(3) 予算額  10,000千円 

 

 

８款 商工費  ２項 工業費 

 

県内工業製品購入促進事業費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大による消費の冷え込みに対し、県内

産工業製品の需要を喚起し、県内製造業を支援する。 

 

 (2) 内容 

   県内在住の個人及び県内に所在する法人（事業所）が、県内の工場か

ら出荷され、希望小売価格が税抜10万円以上の製品を購入した際、購入

者に一定の値引きを付与する。 

 

(3) 予算額  530,000千円 
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８款 商工費  ３項 商工金融費 

 

○新  信用保証事業費補助 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症により事業活動に影響を受けている中小企

業者等が制度融資を利用する際の負担を軽減する。 

 

 (2) 内容 

保証料引き下げに要する経費に対して補助する。 

 

(3) 予算額  4,508,067千円 

 

一部
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【議案（条例その他）11頁 定県第100号議案】 

 

53 職業能力開発促進法施行条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

職業能力開発促進法施行規則の一部を改正する省令の施行等を踏まえ、

訓練基準に規定された通信の方法によって行う訓練の実施方法を変更等

するため、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

  ア 普通課程、短期課程及び専門短期課程の訓練基準の一部改正 

現行の条例の普通課程、短期課程及び専門短期課程の訓練基準に規

定された通信の方法によって行う訓練の実施方法が変更されたことか

ら、所要の規定の整備を行う。（第３条、第４条及び第６条関係） 

    イ 専門課程の訓練基準の一部改正 

現行の条例の専門課程の訓練基準には、通信の方法によって行う訓

練の実施方法の規定がないことから、新たに規定を加える。（第５条

関係） 

 

(3) 施行期日 

公布の日 
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【議案（条例その他）19頁 定県第108号議案】 

 

54 神奈川県立産業技術短期大学校西キャンパス再整備事業委託契約の内容 

 

 

(1) 委託業務名称    神奈川県立産業技術短期大学校西キャンパス再整

備事業委託 

 

(2) 委託業務箇所   横浜市旭区中尾２丁目４番１号 

 

(3) 委託契約者名   株式会社松尾工務店 

               代表取締役 松  尾 文  明 

 

(4) 委託契約金額   12億5,400万円 

 

(5)  業務着手年月日    議会の議決に付すべき事件等に関する条例第２条 

の規定による議会の議決があった日から７日以内 

 

(6) 業務完了予定年月日    令和４年10月31日 
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【議案（条例その他）23頁 定県第112号議案】 

 

55 かながわ労働プラザの指定管理者の指定の概要 

 

(1) 指定の趣旨 

神奈川県立かながわ労働プラザ条例第３条の規定に基づき、指定管理

者を指定するものである。 

 

(2) 指定の内容 

ア 施設の名称       かながわ労働プラザ 

イ 指定管理者 

(ｱ) 名称         公益財団法人神奈川県労働福祉協会 

(ｲ) 主たる事務所の所在地  横浜市中区寿町一丁目４番地 

ウ 指定期間         令和３年４月１日から 

令和８年３月31日まで 
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【予算に関する説明書 23頁】 

 

56 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る指定管理施設の追加費用等

の負担について【県土整備局関係】 

 

９款 土木費  ２項 道路橋りょう費 

 

○新  道路附属物自動車駐車場指定管理費 

 

(1)  目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設閉鎖や感染拡大防止対策

の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋154千円、影響する年度 令和

２年度） 

 

(3) 予算額  154千円 
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９款 土木費  ５項  港湾費 

 

○新  港湾指定管理費 

 

(1)  目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設閉鎖や感染拡大防止対策

の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋1,907千円、影響する年度 令

和２年度） 

 

(3) 予算額  1,907千円 

 

 

９款 土木費  ７項  都市計画費 

 

○新  公園緑地等指定管理費 

 

(1)  目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

新型コロナウイルス感染症の影響による施設閉鎖等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋164,898千円、影響する年度 

令和２年度） 

 

(3) 予算額  164,898千円 

一部

一部
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【議案（条例その他）24頁 定県第113号議案】 

57 訴訟の提起の概要 

(1) 要旨

賃貸型応急住宅の不適正居住者に対し、建物の明渡し及び損害賠償請

求の訴訟を提起するものである。 

(2) 内容

ア 件    名

賃貸型応急住宅の不適正居住者に対する建物明渡等請求事件

イ 訴訟の相手方

ウ 請 求 内 容

賃貸型応急住宅の明渡し及び損害賠償請求

(3) 経過

訴訟の相手方は賃貸型応急住宅に不適正に居住し、県のこれまでの再

三にわたる明渡し請求にもかかわらず、当該建物の居住を継続している

ため、訴訟を提起するものである。 
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（一般会計）

補正予算額の財源内訳

補正前の額 補正額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　明

国庫支出金 県  債 そ　の　他

336,164,311   628,868       336,793,179   764,477    △ 110,000 －        △ 25,609

24,573,305    10,192        24,583,497    2,801      －                － 7,391      

県立ふれあいの村指定
管理費         10,192

83,401,457    －           83,401,457    －        －        －        －        

51,550,077    －           51,550,077    －        －        －        －        

131,350,791   643,108       131,993,899   643,108    －        －        －        

維持運営費    598,000
入学選抜実施費 45,108

42,225,972    △ 29,500 42,196,472    113,500    △ 110,000 －        △ 33,000

維持運営費    128,500
小田原養護学校湯河
原・真鶴方面分教室新
築工事費    △158,000

2,272,793     5,068         2,277,861     5,068      －        －        －        

社会教育施設感染症対
策費            5,068

789,916       －           789,916       －        －        －        －        

336,164,311   628,868       336,793,179   764,477    △ 110,000 －        △ 25,609

(項）保健
     体育費

合　　　計

(項）教育
　　 総務費

58　９月補正予算の内容【教育委員会関係】

(単位　千円）

一般財源

(款）教育費

(項）小学校費

(項）中学校費

(項）高等
     学校費

(項）特別支援
     学校費

(項）社会
     教育費

科目

内訳
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【予算に関する説明書 26頁】 

 

59 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る指定管理施設の追加費用等

の負担について【教育委員会関係】 

 

11款 教育費  １項 教育総務費 

 

○新  県立ふれあいの村指定管理費 

 

(1)  目的 

県の指定管理施設における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図

る。 

 

(2) 内容 

  新型コロナウイルス感染症の影響による施設休止等や感染拡大防止対

策の実施に伴う追加費用等について負担する。 

（現基本協定に定める年割額からの変更点：新型コロナウイルス感染

症の影響による追加費用等の増 年額＋10,192千円、影響する年度 令

和２年度） 

 

(3) 予算額  10,192千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部
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【予算に関する説明書 26頁】 

 

60 県立学校における感染拡大防止対策について【教育委員会関係】 

 

11款 教育費  ４項 高等学校費 

 

○新   維持運営費 

 

(1) 目的 

県立高校及び中等教育学校における感染拡大防止対策を徹底しながら、

学習保障を行う。 

 

(2) 内容 

県立高校及び中等教育学校における感染拡大防止対策を徹底しながら、

学習保障を行うため、デスクパーテーション等の感染症対策用品を購入

するなど、学習環境の整備に必要な経費を措置する。 

 

(3) 予算額  598,000千円 

 

 

11款 教育費  ５項 特別支援学校費 

 

○新  維持運営費 

 

(1) 目的 

県立特別支援学校における感染拡大防止対策を徹底しながら、学習保

障を行う。 

 

(2) 内容 

県立特別支援学校における感染拡大防止対策を徹底しながら、学習保

障を行うため、デスクパーテーション等の感染症対策用品を購入するな

ど、学習環境の整備に必要な経費を措置する。 

 

(3) 予算額  128,500千円 

  

一部

一部
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【予算に関する説明書 26頁】 

 

61 入学者選抜における感染拡大防止対策について【教育委員会関係】 

 

11款 教育費  ４項 高等学校費 

 

○新   入学選抜実施費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を図ることにより、県立高

校及び中等教育学校の入学者選抜を円滑に実施する。 

 

(2) 内容 

県立高校及び中等教育学校の入学者選抜を円滑に実施するため、受検

者用の消毒液の購入、合否結果通知書の郵送等を行う。 

 

(3) 予算額  45,108千円 

  

一部
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【予算に関する説明書 27頁】 

 

62 社会教育施設における感染拡大防止対策について【教育委員会関係】 

 

11款 教育費  ６項 社会教育費 

 

○新  社会教育施設感染症対策費 

 

(1) 目的 

県立社会教育施設において、「新しい生活様式」に対応するための環

境整備をすることで、感染症の拡大を防止し、より安全で快適な閲覧・

観覧空間を利用者に提供する。 

 

(2) 内容 

   感染拡大防止対策として、県立社会教育施設に来館者用サーマルカメ

ラを導入するとともに、消耗品を購入する。 

 

(3) 予算額  5,068千円 
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63　令和２年度一般会計９月補正予算継続費について【教育委員会関係】

(変　　更)

国　庫
支出金

県 債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

補正前
の 額

124,000 32,727 86,000 - 5,273

補 正
の 額

- - - - -

補正後
の 額

124,000 32,727 86,000 - 5,273

補正前
の 額

1,049,000 125,898 709,000 - 214,102

補 正
の 額

△158,000 △15,000 △110,000 - △33,000

補正後
の 額

891,000 110,898 599,000 - 181,102

補正前
の 額

- - - - -

補 正
の 額

158,000 - - - 158,000

補正後
の 額

158,000 - - - 158,000

補正前
の 額

1,173,000 158,625 795,000 - 219,375

補 正
の 額

- △15,000 △110,000 - 125,000

補正後
の 額

1,173,000 143,625 685,000 - 344,375

 【予算に関する説明書　28頁】

- 82

3 - - - - 158,000 -

54,000 - 5
 5 特別支援学
　 校費

小田原養護学
校湯河原・真
鶴方面分教室
新築工事費

2 - - 961,000 961,000

 11 教育費

元 - 54,000 -

 項

年
度

区分 年割額

左 の 財 源 内 訳

 事　業　名

特  定  財  源

一般財源

87

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の
見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

 款 全  　　　体　　　  計　　　  画 前 前

年 度

末 ま

で の

支 出 額

前 年 度

末 ま で

の 支 出

(見込)額

当 該

年 度

支 出

予 定 額

当該年度

末までの

支 出

予 定 額

翌年度

以降の

支 出

予定額

継続
費の
総額
に対
する
進捗
率 

計 - 54,000 961,000 1,015,000 158,000
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【議案（条例その他）15頁 定県第104号議案】 

 

64 県立図書館新棟新築工事（建築）請負契約の内容 

 

 

 (1) 工 事 名 称   県立図書館新棟新築工事（建築） 

 

 (2) 工 事 場 所   横浜市西区紅葉ケ丘44 

 

 (3) 請負契約者名   瀬戸・勝俣特定建設工事共同企業体 

             代表者 瀬戸建設株式会社 

                  代表取締役 瀬 戸 良 幸 

 

 (4) 請負契約金額   12億9,536万8,316円 

 

 (5) 工事着手年月日   議会の議決に付すべき事件等に関する条例第２条 

の規定による議会の議決があった日から７日以内 

 

 (6) 工事完成予定年月日   令和４年２月４日 
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【予算に関する説明書 25頁】 

 

65 警察施設における感染拡大防止対策について【警察本部関係】 

 

10款 警察費  １項 警察管理費 

 

○新  警察施設各所営繕費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、警察施設の衛生設

備を改修する。 

 

 (2) 内容 

  警察施設のトイレ手洗の自動水栓化や洋式化を行う。 

 

(3) 予算額  75,840千円 

 

 

10款 警察費  ２項 警察活動費 

 

  感染症対策費 

 

(1) 目的 

新型コロナウイルス感染症の拡大を防止し、警察活動を安全かつ円滑

に推進するため、資機材の整備を行う。 

 

 (2) 内容 

   取調べ室・相談室に遮蔽板の設置等を行う。 

 

(3) 予算額  52,837千円 

 

一部
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【議案（条例その他）12頁 定県第101号議案】 

 

66 警察組織に関する条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   浦賀警察署の庁舎新築移転に伴い、「警察組織に関する条例」に規定

する警察署の位置について、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

浦賀警察署の位置を改正する。（別表関係） 

 

 (3) 施行期日 

   令和２年10月26日 
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